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研究ノート

新学習指導要領と「主体的・対話的で深い学び」
──小学校外国語教育とアクティブ・ラーニング──

English Teaching by the New Course of Study and Active Learning 
in Elementary School

岡田 俊惠
桐蔭横浜大学スポーツ健康政策学部

（2018 年 3 月 17 日　受理）

Ⅰ．はじめに

2017 年 3 月に新学習指導要領が告示され、
中学年に外国語活動、高学年に外国語科が導
入されることになった。2020 年度の全面実
施を前に、この 4 月から 2 年間の移行期間に
入る。中学年では最低年間 15 単位時間、高
学年では年間 50 単位時間を実施することに
なっており 1）、今現在、現場の小学校の多く
では、ALT や JTE が何時間配置されるか、
時間割をどのように組むかなどカリキュラ
ム・マネジメントに追われている。

実施形態は市区町村によって様々である。
すでに現行学指導要領下で低学年或は中学年
から外国語活動を実施している自治体では、
高学年に 15 単位時間追加するだけのところ
もある。新たに中学年の授業時間を追加する
自治体では、移行期間→全面実施という 2 段
階の時間割変更は煩わしいということで、一
気に中学年 35 単位時間、高学年 70 単位時間
の全面実施に踏み切るところもある。

追加の授業時間をどう確保するかも各自治
体に任されているため、土曜日に授業を追加

する、45 分＋ 45 分（又は 15 分×３回の帯
授業）にする、夏季・冬季等の休業日の期間
を短縮するというような種々の措置が講じら
れることになる。

日本の英語教育史上初めての大変革となる
今回の外国語科の導入を前に、本稿ではまず、
総合的な学習の一環として始まった小学校の
外国語教育の歴史を学習指導要領の目標に焦
点を当てて辿る。その中で特に、現行学習指
導要領を踏まえて新学習指導要領では何が大
きく変わっているのか、新学習指導要領の大
きなポイントとされる「主体的・対話的で深
い学び」いわゆるアクティブ・ラーニングを
小学校の英語教育の中でどのように取り入れ
て実践していくべきかを検討していきたい。

Ⅱ．これまでの外国語教育と今後の外
国語教育

１．1998 年版学習指導要領～ 2008 年版
学習指導要領

1998 年（平成 10 年）に告示された学習指
導要領で新たに「総合的な学習の時間」が設
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けられ、横断的・総合的な課題の一つとして
国際理解が例示された。

国際理解に関する学習の一環としての外
国語会話等を行うときは、学校の実態等に
応じ、児童が外国語に触れたり、外国の生
活や文化などに慣れ親しんだりするなど小
学校段階にふさわしい体験的な学習が行わ
れるようにすること。2）

この国際理解教育としての外国語（英語）
教育は体系的なカリキュラムも教材もないま
ま、実施は各学校の判断に委ねられ、取組み
方は様々であった。地域の外国人や海外滞在
経験者のボランティアを募るなどして、学年
ごとに各学期に 1 回程度、全クラス合同で体
育館で実施するというような形態が多かった。
中学校の英語教育との連携や教育の機会均等
の面からも問題点が指摘された。

その一方で小学校英語活動実施状況調査の

結果から、小学校での英語活動の普及率は
2003 年度（平成 15 年度）には全国の小学校
の約 88 パーセント、2007 年度（平成 19 年
度）には約 97 パーセントと上昇を続けてい
ることが明らかになった 3）。こうしたことを
背景に、現行の 2008 年（平成 20 年）版学習
指導要領「生きる力」では、小学校第 5、第
６学年に週 1 コマ（1 単位時間、45 分）の外
国語活動を新設し、共通の指導内容を設定し
た。しかしながら、数値評価はなじまないと
いうことから、「教科」とは位置づけられず、

「活動」として今日に至ったわけである。

２．2008 年版学習指導要領と 2017 年版学
習指導要領おける外国語教育の違い

まず、2008 年版の学習指導要領で導入さ
れた外国語活動の目標と新学習指導要領の外
国語活動・外国語の目標の相違点を整理して
おきたい。
表１に示したように、現行の 2008 年版で

は 1998 年版の国際理解教育の一環としての
英語活動の名残が認められるが、2017 年版
の次期学習指導要領では「外国語によるコミ
ュニケーション」という表現に力点が加わっ
た。新学習指導要領では、小学校から高等学
校までの全校種、各教科で「見方・考え方」
という項目が統一的に追加され、キーワード
の一つとなっている。この「見方・考え方」
というのは、外国語でコミュニケーションを
図る際の視点や考え方ということであり、各
教科を学ぶ中での本質的意義を明らかにして
いくということである。

さらに新学習指導要領では、この大きな目
標の次に「第 1 目標」として、具体的に表２
に示したような 3 項目がそれぞれ挙げられて
いる。この 3 項目は、次の「第２ 各言語の
目標および内容等」の「2 内容」と共に、所
謂「学力の 3 要素」4）を踏まえたものであり、
観点別評価の対象となる。

改正学校教育法に記された学力の 3 要素は
新学習指導要領の総則第１の 2（1）に記さ
れており、その実現を図るために、指導の中

表1　2008年版と2017年版小学校学習指
導要領の外国語活動・外国語の目標

2008 外国語活動
　外国語を通じて，言語や文化につい
て体験的に理解を深め，積極的にコミ
ュニケーションを図ろうとする態度の
育成を図り，外国語の音声や基本的な
表現に慣れ親しませながら，コミュニ
ケーション能力の素地を養う。

2017 外国語活動
　外国語によるコミュニケーションに
おける見方・考え方を働かせ，外国語
による聞くこと，話すことの言語活動
を通して，コミュニケーションを図る
素地となる資質・能力を次のとおり育
成することを目指す。

2017 外国語
　外国語によるコミュニケーションに
おける見方・考え方を働かせ，外国語
による聞くこと，読むこと，話すこと，
書くことの言語活動をとおして、コミ
ュニケーションを図る基礎となる資
質・能力を次のとおり育成することを
目指す。

（学習指導要領から筆者作成）
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で育成されるべき資質・能力が科目ごとに明
確に示されているのも、新学習指導要領の大
きな特徴である。資質・能力の 3 本柱の内、
(1)(2) は学力の 3 要素の（1）（2）と同一であ
るが、（3）は「学びに向かう力・人間性等を
涵養すること」5）となっている。これは現行
学習指導要領の「生きる力をはぐくむ」とい
う理念を踏襲し、社会や世界とどのように関
わり、学びをどのように生かして人生を切り
拓き、よりよい人生を送るかということであ

ると示されている 6）。
他方、学力の 3 要素の「（3）主体的に学習

に取り組む態度」は、総則の第３ 教育課程
の実施と学習評価に１として、「主体的・対
話的で深い学びの実現に向けた授業改善」7）

として示されている。この「主体的・対話的
で深い学び」は、これまでは「アクティブ・
ラーニング」「能動的学習」「協働的学習」と
いう用語が用いられていたが、多義的で曖昧
であるということから、書き替えられたもの

表２　学力の３要素と資質・能力の関係

2007 改正学校教育法（第 30 条第 2 項）
生涯にわたり学習する基盤が培われる
よう、基礎的な知識及び技能を習得さ
せるとともに、これらを活用して課題
を解決するために必要な思考力、判断
力、表現力その他の能力をはぐくみ、
主体的に学習に取り組む態度を養うこ
と

2017 新学習指導要領
第 4 章　外国語活動　第１目標
(1)　外国語を通して、言語や文化につ

いて体験的に理解する。
　音声の違い等に気付く。
　音声や基本的な表現に慣れ親しむ。
(2)　身近で簡単な事柄について、外国

語で聞いたり話す。
　自分の考えや気持ちなどを伝え合う

力の素地を養う。
(3)　言語やその背景にある文化に対

して理解する。
　相手に配慮しながら、主体的に外国

語を用いてコミュニケーションを図
ろうとする。

第 2　各言語の目標及び内容等
　英語
1　目標
聞くこと、話すこと〔やり取り〕、話
すこと〔発表〕の三つの領域別に設定
する目標の実現を通して、資質・能力
を育成する。
2　内容
〔知識及び技能〕
(1)　英語の特徴等に関する事項
〔思考力、判断力、表現力等〕
(2)　情報の整理、考えの形成。
　英語で表現したり、伝え合う。
(3)　言語活動及び言語の働きに関す

る事項

2017 新学習指導要領
第 2 章第 10 節　外国語　第 1 目標
(1)　音声や文字，語彙，表現，文構造，

言語の働きなどについて違いに気付
き，知識を理解する。

　読むこと，書くことに慣れ親しむ。
　実際のコミュニケーションにおいて

活用できる基礎的な４技能を身に付
けるようにする。

(2)　身近で簡単な事柄について，聞い
たり話したりする。

　音声で十分に慣れ親しんだ語彙や基
本的な表現を推測しながら読んだり、
語順を意識しながら書く。

　自分の考えや気持ちなどを伝えあう
ことができる基礎的な力を養う。

(3)　文化に対する理解を深める。他者
に配慮する。

　主体的に外国語を用いてコミュニケ
ーションを図ろうとする態度を養う。

第２　各言語の目標及び内容等
　英語
1　目標
　聞くこと，読むこと，話すこと〔や
り取り〕，話すこと〔発表〕，書くこと
の五つの領域別に設定する目標の実現
を通して資質・能力を育成する。
2　内容
〔知識及び技能〕
(1)　英語の特徴やきまり
〔思考力，判断力，表現力等〕
(2)　情報の整理、考えの形成、
　英語で表現したり，伝えあう。
(3)　言語活動及び言語の働き

（改正学校教育法及び新学習指導
要領を元に筆者作成。下線筆者）
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である。以下では、小学校の外国語活動並び
に外国語の中で、アクティブ・ラーニングと
いう視点をどのように用いるべきであるのか
を検討していく。

Ⅲ．主体的・対話的で深い学び（アク
ティブ・ラーニング）

１．アクティブ・ラーニングの定義
日本でアクティブ・ラーニングという用語

が文部科学省の施策用語として登場したのは、
2012 年（平成 24 年）の中央審議会の答申

「新たな未来を築くための大学教育の質的転
換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える
力を育成する大学へ～」においてである。所
謂「質的転換答申」と呼ばれるこの答申では
以下のように説明されている。

生涯にわたって学び続ける力、主体的に
考える力を持った人材は、学生からみて受
動的な教育の場では育成することができな
い。従来のような知識の伝達・注入を中心
とした授業から、教員と学生が意志疎通を
図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互
に刺激を与えながら知的に成長する場を創
り、学生が主体的に問題を発見し解を見い
だしていく能動的学習（アクティブ・ラー
ニング）への転換が必要である。8）

また、これに付随して付けられている用語
集では、以下のように定義されている。

教員による一方向的な講義形式の教育　　
とは異なり、学習者の能動的な学習への参
加を取り入れた教授・学習法の総称。学修
者が能動的に学修することによって、認知
的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経
験を含めた汎用的能力の育成を図る。発見
学習、問題解決学習、体験学習、調査学習
等が含まれるが、教室内でのグループ・デ
ィスカッション、ディベート、グループ・

ワーク等も有効なアクティブ・ラーニング
の方法である。9）

この答申に明らかなように、アクティブ・
ラーニングは講義を聞くという一方向的な学
修からの脱却を目指す教授・学習法の概念で
ある。溝上はさらに包括的に「一方向的な知
識伝達型講義を聴くという（受動的）学習を
乗り越える意味での、あらゆる能動的な学習
のこと。能動的な学習には、書く・話す・発
表するなどの活動への関与と、そこで生じる
認知プロセスの外化を伴う」10）と定義してい
る。

こうした日本のアクティブ・ラーニングは
本来アメリカで提唱された active learning
とは質的に異なるという指摘 11）もあるが、
こ の 指 摘 は 必 ず し も 当 た ら な い。active 
learning の初期の定義として有名な Bonwell
と Eison の “active learning be defined as 
anything that ‘involves students in doing 
things and thinking about the things they 
are doing’” 12）は溝上以上に包括的な定義で
あるが、彼らが提唱しているのは、講義の効
果を高めるための方略だけではない。講義の
一部をアレンジするフィードバック講義やガ
イデッド・レクチャーだけではなく、協同学
習（cooperative learning）やディベート、
ロールプレイなどの方略も提案されている。

また逆に、日本のアクティブ・ラーニング
が「活動あって学習なし」と揶揄されるよう
な低次元の活動にならないようにするために
は、充分な知識のインプットが必要である。
溝上も指摘しているように、「知識を短時間
で、集団で効率的に習得する学習の際たる場
は、講義での座学」13）であり、講義をせずに
活動だけで知識を習得させるのには無理があ
る。実際、筆者も英語教師として creative 
writing や discussion, presentation 等を授業
にとりいれているが、communicative な手
法をとればとるほど、active learning 的な要
素を加えれば加えるほど、学生は余り準備し
なくてもできる範囲に留めようとする傾向が
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強く、使用される語彙や表現が単純で単調な
ものになるのは否めない。講義 vs アクティ
ブ・ラーニングではなく、両者をうまく配分
した授業形態が好ましい。その点では、イギ
リスやアメリカのリベラル・アーツ系大学で
実践されている講義＋ゼミ（演習）で 1 セッ
トというカリキュラムが理想的な姿だと言え
る。

上述のように、アクティブ・ラーニングは
本来高等教育の分野で使われていた概念なの
であるが、2014 年に「初等中等教育におけ
る教育課程の基準等の在り方について（諮
問）」が中央教育審議会に対して発せられた
ことによって、初等中等教育の分野に降りて
きたのである。

２．小学校の外国語教育とアクティブ・
ラーニング

小学校の外国語活動ならびに外国語は、そ
れぞれ、「コミュニケーションを図る素地と
なる資質・能力」、「コミュニケーションを図
る基礎となる資質・能力」を育成することを
目標としている。最終的な到達目標であるコ
ミュニケーション能力とは何であろうか。ま
た、そのコミュニケーション能力の育成とア
クティブ・ラーニングはどのように関わらせ
ていくと良いのだろうか。

第２言語習得理論の有名な定義では、コミ
ュニケーションには以下の４つの能力が必要
だ と さ れ て い る。1. Grammatical compe-
tence（文法能力）2. Sociolinguistic compe-
tence（社会言語能力）3. Discourse compe-
tence（談話能力）4. Strategic competence(
方略的言語能力）14）。1 はやや紛らわしいが
単なる文法のことではなく、音声や単語など
も含め正しい文を用いる能力のこと。2 は社
会的な背景を理解し、場面・状況・話題にふ
さわしい表現を使う能力。3 は単なる文の羅
列ではなく、文脈を理解して意味のある談話
を作り出せる能力。４はうまくコミュニケー
ションできないときに、言い直したり、非言
語手段を使って補える能力のことである。つ

まり、外国語（活動）で教えるべき知識・技
能は、文法能力だけではないのである。

勿論、文法能力にしても、小学校段階では
明示的にルールを教えて身に付けさせるので
はなく、体験を通して能動的に気付かせるこ
とが求められるから、教員はこれまでも様々
な工夫を凝らしてきた。座学の勉強中心では
ないから、「主体的・対話的で深い学び」は
他校種よりも実施されている可能性が高い。
これまでの経験を生かして、中学年での外国
語活動と高学年での外国語の授業をどのよう
に組み立てていけば良いだろうか。項目別に
検討を加えていこう。
（1）新出単語

語学の修得には長い年月が必要であり、ア
ウトプットに至るためには豊富なインプット
が必要である。「聞くこと、話すことの言語
活動を通して」と言っても、話し始める前に
は充分な「聞く」活動が必要である。聞いて
分かる語を増やすために通常使用するのは、
フラッシュカードや、realia( 現物教材 ) を見
せることであるが、“Repeat after me.” と言
って、児童に何回も反復練習させるのは避け
なければならない。何回も発話する必要があ
るのは、児童ではなく、教師の方である。

第２言語指導論の授業では、教師に８回発
話させるものもある。その間、児童に発話は
強制しない。勿論、apple なら apple を単純
に８回繰り返して言うのではなく、写真や絵
を見せたり、ジェスチャーを使ったり、子供
用の百科事典や英英辞典の解説を使って英文
をインプットするような工夫もできる。外国
語活動が高学年から中学年に降りた最大のメ
リットは、この音声指導の面である。低年齢
であればあるほど音声の模倣能力に優れてい
るのは、第２言語習得理論ですでに明らかに
なっている点である。また、中学年の児童な
ら単純な繰り返しも嫌がらないし、すべてが
分からなくても、分かった部分だけ発話して
楽しめる能力を持っているから、そうした能
力を最大限に活用させたい。これは、目標と
するコミュニケーション能力の４につながっ



岡田 俊惠

46

ていく能力でもある。
（2）チャンツ・歌

単語の発音が正しくできることは大切なこ
とであるが、単語が正確に発音できても、単
語を覚えて日本語の語順で並べるだけでは英
語らしい表現にはならないし、英語と日本語
のリズムの違いを知らなければ、英語らしい
発 話 に も な ら な い。 こ れ ら は 先 の Cana-
le-Swaine のコミュニケーションの枠組みか
ら言えば、すべて１の文法能力に含まれる部
分であるが、これらを明示的に教えるのでは
なく、歌やチャンツを使って、ジェスチャー
なども加えて丸ごと覚えさせてしまうのが良
い。高学年になると歌やチャンツだけでは物
足りなく思う児童も出てくるが、3 年生、4
年生にはぴったりの活動である。

チャンツや歌は、英語の音声やリズムに慣
れ親しませるために全校で毎日一斉に流すと
いうような利用法もある 15）。言語の修得には、
できるだけたくさん自然な英語のインプット
が必要であるという第 2 言語習得理論からす
れば、こうした実践はもっと普及すべきであ
るが、アクティブ・ラーニングにはつながり
にくいかもしれない。勿論、すべての活動を
アクティブ・ラーニングの視点から捉える必
要はないが、授業の中ではただ歌を聞かせる
のではなく、「どんな動物が出てくるかな？」
というようにヒントを与えて、意識的に聴き
取らせる工夫もできるだろう。
（3）絵本

絵本は英語を教える最高の素材の一つであ
る。英語圏の絵本には絵がきれいで、内容も
分かりやすく、自然な英語が繰り返し使われ
ていて、読み聞かせると自然に覚えてしまえ
るようなものがたくさんある。英語の自然な
リズム、発音、単語、文法、海外の文化など
が一度にすべてインプットできる優れた教材
である。チャンツや歌と同様に、自然な英語
のチャンク（意味のあるかたまり）が身につ
いていく。中には中学や高校でも習わないよ
うな表現、日本人にとっては難しいが欧米人
にとってはごく当たり前の表現も出てくるが、

自然な英語として慣れ親しませることが大切
である。

また、高学年向けには既習の絵本を使って
話の先を作らせたり、全く新しい絵本を作ら
せることもできる。京都市立第 4 錦林小学校
の俣野知里教諭の実践例では、5 年生の児童
に「2 年生のために絵本の読み聞かせをす
る」という活動が報告されている 16）。児童
が英語を使う「必然性」のある場を設定する
ことは極めて重要なことであるから、単に絵
を描かせ、作った絵本をクラスで発表すると
いう以上に優れた実践例である。
（4）ゲーム

中学年の外国語活動は、楽しい「遊び」の
中で英語に慣れ親しませていくと言っても過
言ではない。その際に注意しなければならな
いのは、ゲームのためのゲームや競い合わせ
るゲームになってしまわないことである。ル
ールが難しすぎるのも良くない。ルールは単
純で、繰り返し利用できるものが良い。「手
を変え、品を変え」ではなく、「手は変えず、
品を変える」のが良い。そうすれば、児童は
すでにルールは知っているから、安心して英
語に集中できる。

昔からある Simon Says は Total Physical 
Response（全身反応教授法）17）を利用したゲ
ームである。聞くことに注意を向けさせるも
のだが、様々な動詞を使った文が作れるとい
う利点がある。ESL Operations 18）にも様々
な行動を 8 つ位の手順に分解して命令し、指
示通りのことをさせるゲームが数多く載って
いる。また、ミッシング・ゲームには英語を
聞くだけでなく、推測するという過程が入る。
３ヒントクイズはヒントを聞いて理解する、
高学年ならヒントを出させる、ヒントを聞い
て推理するという思考過程を含む好ゲームで
ある。

単発のゲームでその場限りの楽しさを求め
るのではなく、ちょっとした工夫で、思考
力・判断力を鍛えるゲームが作れるのではな
いだろうか。
（5）文字指導とフォニックス
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新学習指導要領では 5，6 年生の外国語に
英語の読み書きが加わった。高学年になると
文字への関心も高いし、中学校で学ぶ英語と
の関連性から見れば好ましい改訂である。し
かし他方、英語に限らず文字の修得が難しい
児童もおり、ますます英語嫌いの子どもを増
やすのではないかという懸念も根強い。

平成 26 年度の小学校外国語活動実施状況
調査 19）の結果を見ると、「英語が好き、どち
らかといえば好き」という児童が 70.9% いる
一方で「嫌い、どちらかといえば嫌い」が
10.9%、「英語の授業が好きか」という設問で
は、肯定的な回答が 72.3%、否定的な回答が
9.1% ある。「英語の授業に進んで参加してい
るか」という問いに対しては、肯定的な回答
が 71.4%、否定的な回答が 8.2% 存在する。

「英語の授業を理解しているか」という設問
では、肯定派が 65.2%、半分以下の理解に留
まる者が 34.8% に上る。否定的な回答の割合
はいずれも中学 1 年生よりは低いが、授業が
わからない、楽しくないという児童が一定数
は存在している。

こうした状況下で、中学 1 年生が英語に躓
く大きな要因の一つである英語の文字と発音
の不一致の問題をどのように克服するかは、
高学年でも大きな課題となろう。これまでに
目に触れた、聞いた、発話した、歌った英語
が独力で読めるようになれば、英語の読み書
きのハードルはぐっと下がると思われる。新
学習指導要領に記載はないが、単語の音声と
文字の関係を教える Phonics（フォニック
ス）は、欧米の学校では必ず取り入れられて
いる指導法であり、効果が期待できる。フォ
ニックス・ジングルを単純に唱えさせるだけ
でなく、4 線の下に突き出る字、上に突き出
る字、左右対称の字というように適宜組み替
えて教えていくことも有効であろう。日本語
と英語の音の違い、音と文字の関係の違い等
たくさんの発見が期待できる。
（6）教科横断型授業

最後に、学級担任の本領が発揮できる教科
横断型授業についても簡単に触れておきたい。

これは複言語主義を理想とするヨーロッパで
広がった CLIL（Content and Language In-
tegrated Learning/ 内容言語統合型学習）的
な指導法である。CLIL とは言語教育と他教
科の内容教育を統合して行う授業であるから、
かなりの準備と訓練が必要であるが、その簡
易バージョンとも言うべき教科横断型授業は、
全教科教える小学校の教員にはピッタリの授
業形態である。英語教育だけではないから、
児童も他教科で学習した知識や思考力、判断
力 を 大 い に 活 用 す る こ と に な る。Task-
based や Problem/Project-based の活動とし
ても組み込みやすいので、学期中に 1 回～ 2
回というような形で計画できることが望まし
い。

Ⅳ．まとめ

新学習指導要領の完全実施を控え、これま
では学級担任の 1/3 だけ携われば良かった英
語教育に、今後は 2/3 の教員が携わらなけれ
ばならなくなる。英語を教えなくてよい教員
の方が少数派になるのである。そのため、本
稿ではまず現在の外国語活動と中学年におり
る外国語活動、高学年の外国語について要点
をまとめ、その上で英語コミュニケーション
という観点から、新学習指導要領で求められ
ている「主体的・対話的で深い学び」をどの
ように実現していけば良いのかを検討した。

日常生活での体験も少なく、日本語での会
話も覚束ないかもしれない中学年の児童に、
英語のコミュニケーションを通して深い学び
を与えるのはなかなか困難なことであろう。
また、文字指導が加わる高学年の外国語では、
うっかりすると従来型の知識・記憶偏重の教
育になりかねない危険性を孕んでいる。アク
ティブ・ラーニングの視点からの授業改善方
法は決して一つに限定されるものではなく、
様々な選択肢がある。中学年、高学年それぞ
れの年齢にふさわしい学習方法を模索しなが
ら、英語教育の場でも「主体的・対話的で深
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い学び」が実践されていくことが求められて
いる。
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